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栗東市中小企業等信用保証料助成金 
 

 

 

第１編 共通編 
 

第１章 目的 

 この要領は、栗東市中小企業等信用保証料助成金交付要綱（平成２８年栗東市告示第１１２号、以

下「要綱」という。）に基づく助成制度の円滑な運用を図るため、事務処理について必要な補完的事

項を定める。 

 

第２章 経過 

 平成２８年度～令和６年度の９ヵ年、信用保証料の一部を助成することにより中小企業者の負担

を軽減し、経営基盤の強化と地域経済の発展に資するため「栗東市中小企業等信用保証料助成金交付

要綱（平成２８年栗東市告示第１１２号）」を制定し実施してきた。この取組みを対象資金の拡大や

制度期間を延長して継続することを通じて、中小企業等の経営基盤の強化を図るため、新規制度とし

て改めて要綱を制定し実施するもの。 

 

第３章 対象資金と助成率 

 滋賀県中小企業振興資金融資制度（以下、「県制度」という。）による融資を対象として、その信用

保証料に、次の助成率を乗じて得た額を助成する。 

 

○助成率 

制 度 資 金 名 助成割合 

滋賀県 

滋
賀
県
中
小
企
業
振
興
資
金
融
資
制
度 

経営支援資金 
小規模企業者特別枠 

１０分の２ 

小規模企業者枠 

セーフティネット資金 

新規枠 

借換枠 

経営力強化新規枠 

経営力強化借換枠 

緊急経済対策資金 
新規枠 

借換枠 

開業資金 １０分の３ 
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第４章 助成対象の取扱い 

 

１．助成対象期間 

 この要綱による助成対象期間は、令和７年４月１日から令和１０年３月３１日までの間に、融資実行

されたものであること。 

 なお、施行の日前に融資の実行を受けた信用保証料の助成金については従前の例による。 

 

２．助成限度額 

この要綱による助成対象期間（令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで。）を通じて、助成

金額は５０万円を限度とする。 

また、助成限度額の範囲内にあっては、対象資金の助成を複数回申請できるものとする。 

 

３．助成金の交付申請手続き 

 この要綱による助成金の交付申請は、原則として、次のフローのとおりとする。 

 

 

 

 【信用保証料の申請フロー】 

中小企業者等
（金融機関）

信用保証協会

栗東市

②信用保証料の支払い

①信用保証決定のお知らせを発行

③助成金
申請

④助成金
交付

⑤助成金の交付連絡
（台帳管理依頼）

⑥信用保証協会
からの月次報告

 

※上記フローについて順序が入れ替わる場合があります 
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（１）申請 

  助成金の申請者は、要綱第５条の規定に基づき、助成金交付申請書および申請に必要な書類を添

え、市長に申請書を提出しなければならない。 

 

（２）受付期間 

 助成申請の受付期間は、原則として、融資実行した当該年度内とする。 

 

（３）交付決定  

 市は、要綱第７条に基づき交付決定を行うにあたり、書類審査のうえ交付決定手続きを行うものと

し、助成申請受理後、概ね３０日以内に交付決定の通知と助成金を交付するものとする。 

なお、助成限度額を申請者が把握するため、申請者が受けた助成金の交付決定額（累積額）を情報

提供するものとする（当該情報は信用保証協会を除き、非公開情報の取扱いとして台帳管理する）。 

 

４．助成対象 

（１）信用保証料 

一括支払

い 

融資実行に伴う信用保証料を全額一括支払いした場合、その支払い額を一回の

申請における助成対象額とする。 

分割支払

い 

融資実行に伴う信用保証料を分割支払いした場合、その支払い額を一回の申請

における助成対象額とする。 

 

（２）条件変更 

 信用保証料の増減を伴う条件変更があった場合、次のとおり取扱うものとする。 

減額を伴

う条件変

更 

 繰上完済、一部内入、保証期間の短縮等（以下、「繰上完済等」という。）により

信用保証料の返戻を受けたときは、助成金を返還しなければならない。 

 ただし、第４章－６消化率の概念の「信用保証料にかかる助成金分の消化完了」

以後の信用保証料の返戻については助成金の返還を要しない。 

増額を伴

う条件変

更 

保証期間の延長や、返済期日の変更、返済額の変更等の融資の条件変更に伴う

信用保証料の支払いに合わせて、助成金の交付対象として取り扱うものとする。 

 

５．助成金の返還 

助成金の交付を受けた者は、繰上完済等により信用保証料の返戻を受けたときは、助成金を返

還しなければならない。 

助成金の返還額は、繰上完済等の実行に合わせて返戻される信用保証料に基づき、第４章６ 

「消化率の概念」の方法による。 
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６．消化率の概念 

（１）繰上完済 

繰上完済により信用保証料の返戻を受けた時点で、信用保証料として消化した額に対し、助成金を

先行して充当する。返戻される信用保証料のうち、助成金の未消化額分については返還が必要。 

 

繰上完済 
返還額 ＝ 信用保証料の助成金 － 繰上完済時点の消化額 

（助成金を下回る場合の差額） 

 

（２）一部内入、保証期間の短縮等 

一部内入、保証期間の短縮により信用保証料の返戻を受けた時点で、一部内入れや保証期間の短縮

等による条件変更が生じた場合、当初の信用保証料と信用保証料の返戻額との差額が市の助成金の

額を下回る場合については返還が必要。 

 

 

第５章 個人情報の取扱 

 

（１）個人情報の提供に関する同意書 

 交付決定の審査及び、助成金の返還事由の発生状況の把握にあたり、信用保証料の支払い状況を関

係機関に照会する必要があるため、個人情報の授受に関する同意書の提出を求めるものとする。 

 

（２）同意書の扱い 

 同意書の原本は、市において保管し、関係機関への照会にあたっては同意書の写しを添付するもの

とする。

一部内入、 

保証期間の短縮等 

返還額 ＝ 信用保証料の助成金－条件変更後の保証料額（当初の信用保

証料－信用保証料の返戻額） 

（当初の信用保証料と信用保証料の返戻額との差額が市の助成金の額を

下回る場合） 
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助成対象の判定一覧 

制度前 制度運用期間 制度後 助成対象 判定 

令和６年度まで 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度   

     融資実行 

条件変更 

× 

× 

     融資実行 

借換 

× 

○ 

     融資実行 

条件変更 

○ 

○ 

     条件変更① 

条件変更② 

○ 

○ 

     融資実行 

条件変更 

○ 

× 

     融資実行 

条件変更 

○ 

× 

     融資実行 

分割支払 

× 

× 

     融資実行 

分割支払①、② 

分割支払③ 

○ 

○ 

× 

融資実行 条件変更 

融資実行 条件変更 

融資実行 条件変更① 条件変更② 

融資実行 借換 

融資実行 条件変更 

融資実行 分割支払 

融資実行 分割支払① 分割支払② 分割支払③ 

融資実行 条件変更 
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第２編 対象資金別の取扱  
 

滋賀県中小企業振興資金 

（１）経営支援資金（小規模企業者特別枠、小規模企業者枠） 

（２）セーフティネット資金（新規・借換、経営力強化新規枠・借換枠） 

（３）緊急経済対策資金（新規・借換）  

（４）開業資金 

 
滋賀県中小企業振興資金 

 

（１）経営支援資金（小規模企業者特別枠、小規模企業者枠） 

 

○助成対象者 

・第１編第３章の対象資金について融資実行を受けた者であること。 

・県要綱第５条に規定する対象者でかつ、事業所が市内にあること。 

 

○助成対象の融資 

・経営支援資金（小規模企業者特別枠） 

・経営支援資金（小規模企業者枠） 

 

○助成対象の範囲 

・経営支援資金（小規模企業者特別枠、小規模企業者枠）について支払った信用保証料のすべてを 

助成対象とする。 

 

○助成金申請書類 

・助成金の申請者は下記の書類を提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助成金交付申請書兼請求書（別記様式第１号） 

融資実行等証明書（別記様式第２号） 

保証協会の発行する信用保証決定のお知らせ（お客様用）の写し 

個人情報の提供に関する同意書（別記様式第３号） 

市区町村税の完納を証明する書類（法人において起業１年目等であり、市区町村税の納付実績が

無い場合は、法人の代表者の所在する市区町村における完納を証明する書類を要する） 

許認可が必要な職種である場合、許認可の写し 

市内に事業所を有していることが確認できる書類 

振込先口座が確認できる書類 

その他市長が必要と認める書類 
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○助成金の返還手続き 

・第４章－５、６において助成金の返還が必要となる者は下記の書類を提出し、助成金を返還するも

のとする。 

・市内に住所を有さない者が、本助成金を受けた後、他の市区町村で開業した場合は、助成金の全額

返還を求める。 

 

 
助成金返還届出書（別記様式第５号） 

信用保証料の返戻を受けたときは、保証協会の発行する信用保証料の返戻を確認できる書類の写

し 
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（２）セーフティネット資金（新規・借換、経営力強化新規枠・借換枠） 

 

○助成対象者 

・中小企業信用保険法第２条第５項第１号から第８号及び同条第６項のいずれかに該当する者とし

て、市長の認定を受けた者であること。 

・第１編第３章の対象資金について融資実行を受けた者であること。 

・県要綱第５条に規定する対象者でかつ、事業所が市内にあること。 

 

○助成対象の範囲 

（１）新規枠、経営力強化新規枠 

・セーフティネット資金新規枠については、支払った信用保証料のすべてを助成対象とする。 

（２）借換枠、経営力強化借換枠 

・セーフティネット資金借換枠については、借換において前後の保証で差引計算の有無を問わず、

後の保証にかかる信用保証料のすべて助成対象とする。（借換による保証料の増額分のみを助成対

象とするものではない） 

 

○助成金申請書類 

・助成金の申請者は下記の書類を提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○助成金の返還手続き 

・第４章－５、６において助成金の返還が必要となる者は下記の書類を提出し、助成金を返還するも

のとする。 

助成金交付申請書兼請求書（別記様式第１号） 

融資実行等証明書（別記様式第２号） 

保証協会の発行する信用保証決定のお知らせ（お客様用）の写し 

個人情報の提供に関する同意書（別記様式第３号） 

市区町村税の完納を証明する書類（法人において起業１年目であり、市区町村税の納付実績が無

い場合は、法人の代表者の所在する市区町村における完納を証明する書類を要する） 

許認可が必要な職種である場合、許認可の写し 

市内に事業所を有していることが確認できる書類 

振込先口座が確認できる書類 

その他市長が必要と認める書類 

助成金返還届出書（別記様式第５号） 

信用保証料の返戻を受けたときは、保証協会の発行する信用保証料の返戻を確認できる書類の写

し 
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（３）緊急経済対策資金（新規・借換） 

 

○助成対象者 

・第１編第３章の対象資金について融資実行を受けた者であること。 

・県要綱第５条に規定する対象者でかつ、事業所が市内にあること。 

 

○助成対象の範囲 

（１）新規枠 

・緊急経済対策資金新規枠については、支払った信用保証料のすべてを助成対象とする。 

（２）借換枠 

・緊急経済対策資金借換枠については、借換において前後の保証で差引計算の有無を問わず、後の

保証にかかる信用保証料のすべて助成対象とする。（借換による保証料の増額分のみを助成対象

とするものではない） 

 

○助成金申請書類 

 ・助成金の申請者は下記の書類を提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○助成金の返還手続き 

・第４章－５、６において助成金の返還が必要となる者は下記の書類を提出し、助成金を返還するも

のとする。 

 

 

 

 

 

助成金交付申請書兼請求書（別記様式第１号） 

融資実行等証明書（別記様式第２号） 

保証協会の発行する信用保証決定のお知らせ（お客様用）の写し 

個人情報の提供に関する同意書（別記様式第３号） 

市区町村税の完納を証明する書類（法人において起業１年目であり、市区町村税の納付実績が無

い場合は、法人の代表者の所在する市区町村における完納を証明する書類を要する） 

許認可が必要な職種である場合、許認可の写し 

市内に事業所を有していることが確認できる書類 

振込先口座が確認できる書類 

その他市長が必要と認める書類 

 

助成金返還届出書（別記様式第５号） 

信用保証料の返戻を受けたときは、保証協会の発行する信用保証料の返戻を確認できる書類の写

し 
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（４）開業資金 

 

○助成対象者 

・第１編第３章の対象資金について融資実行を受けた者であること。 

・県要綱第５条の対象者かつ、事業所が市内にあること。（事業所を市内にこれから設けようとする

者を含む） 

 

○助成対象の融資 

・開業資金 

 

○助成対象の範囲 

・開業資金について支払った信用保証料のすべてを助成対象とする。 

 

○助成率の特例 

開業資金 １０分の３ 

 

○助成金申請書類 

・助成金の申請者は下記の書類を提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○助成金の返還手続き 

・第４章－５、６において助成金の返還が必要となる者は下記の書類を提出し、助成金を返還するも

のとする。 

・市内に住所を有さない者が、本助成金を受けた後、他の市区町村で開業した場合は、助成金の全額

返還を求める。 

 

 

助成金交付申請書兼請求書（別記様式第１号） 

融資実行等証明書（別記様式第２号） 

保証協会の発行する信用保証決定のお知らせ（お客様用）の写し 

個人情報の提供に関する同意書（別記様式第３号） 

市区町村税の完納を証明する書類（法人において起業１年目等であり、市区町村税の納付実績が

無い場合は、法人の代表者の所在する市区町村における完納を証明する書類を要する） 

許認可が必要な職種である場合、許認可の写し 

市内に事業所を有していることが確認できる書類又は市内に事業所を設置しようとしていること

が確認できる書類 

振込先口座が確認できる書類 

その他市長が必要と認める書類 

助成金返還届出書（別記様式第５号） 

信用保証料の返戻を受けたときは、保証協会の発行する信用保証料の返戻を確認できる書類の写

し 


